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厚生労働科学研究費補助金（循環器疾患・糖尿病等生活習慣病対策総合研究事業） 

分担研究報告書 

 

効果的な生活習慣改善につながる優良事例に関する研究 

 

研究分担者 津下 一代 あいち健康の森健康科学総合センター・センター長 

 

研究要旨 

 健康寿命の延伸と健康格差の縮小を推進するためには、自治体における健康増進事業・保健事業

等の取り組み格差と課題を明確にし、改善方策を検討することが重要である。優良事例を詳細に検

討し、他自治体にも横展開できるノウハウを発見、紹介していくことも有用と考えられている。 

スマート・ライフ・プロジェクト（SLP）等の既存の優良事例の選定方法を概観、優良事例の定義

や望ましい基準の在り方について検討した。自己申告、特定健診 NDB の活用等、使われるデータは

様々であり、選定基準が年度によりぶれる傾向も見られる。また一部の保健事業の評価にとどまり、

健康増進計画全体の優良事例といえるか、他自治体へ横展開可能な情報として公表されているかに

ついてはさらに検討が必要である。 

本研究では、「優良事例と考えられる市町村では、健康課題の分析、健康増進計画等をもとに、ニ

ーズにあわせて新規保健事業にも取り組んでいる」と仮定し、RE-AIM モデルの観点を踏まえて調査

票（案）を作成した。愛知県内 54市町村に予備調査を行ったところ、新規保健事業実施にあたり、

自市町村のセグメント別健康課題を意識したものよりも、他市町村の保健事業の資料を参考にして

事業計画を立てているところが多かった。ポピュレーション事業でも住民が参画して計画したもの

が少ない、対象者セグメントを意識した取り組みや評価指標を考慮して計画した取組みが少ないな

どの状況が確認できた。 

保健事業をマンネリ型・打ち上げ型・ステージアップ型の３つに分類すると、打ち上げ型にとど

まっているものが少なくなく、他事業へ応用がきくステージアップ型を真の優良事例と提唱してい

くことが重要と考えられる。予備調査を踏まえて調査票の修正を行い、都道府県を拡大して優良事

例の検討を行う予定である。 
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Ａ．研究目的 

 健康寿命の延伸と健康格差の縮小を国全体

で推進するためには、健康指標がよくない自治

体、健康増進対策が不十分な自治体が、積極的

に保健事業の改善に取り組む必要がある。各自

治体では健康増進計画を策定し、各種健康増

進・保健事業を進めなければならないが、自治

体の健康増進対策には「取り組み格差」がある

ことが知られている1）。 

そこで厚生労働省ではスマートライフプロ

ジェクト（SLP）や日本健康会議の全数調査等で

優良事例を選出、取組みの横展開の促進を目指

している2～3）。また特定健診・保健指導制度では

実施率、保健指導効果などを公表、数値による

客観評価をおこない、優良保険者（市町村では

国保対象）にインセンティブを与える方策をと

っている4-6）。 

このような政策により、自治体における健康

づくりのムーブメントは高まりつつあるが、一
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方では地道に健康づくり事業に取り組んでい

てもSLP等申請に躊躇する、もしくは関心が低

い自治体が少なくない。さらに、特定健診・特

定保健指導は数値評価が可能であるが、ポピュ

レーションアプローチ、健康環境づくりに関係

する事業の評価方法が定まっていない現状が

ある。 

健康日本２１（第二次）の目標を達成してい

くためには、全自治体の状況を適切に評価し、

課題発見と保健事業の改善につなげていくこ

とが求められる。「優良事例」を適切に選定し、

どの点が横展開可能なのかを丁寧に示してい

くことも重要と考える。 

そこで本研究では、１．従来の優良事例の選

定基準、方法を調査すること、２．研究班で「優

良事例」の定義をおこない、アンケート調査票

を作成した。本年度は愛知県内の54市町村で予

備調査を実施し、優良事例抽出のための条件に

ついて検討することを目的とした。 

 

Ｂ．研究方法 

１．優良事例の検討 

健康づくりの優良事例について、国の制度に

よる選定状況を検討した。スマートライフプロ

ジェクトおよび日本健康会議は、各制度のホー

ムページより選定状況や評価方法を調べた。後

期高齢者支援金の加算・減算制度は、「保険者に

よる健診・保健指導等に関する検討会」の資料

より選定状況や選定基準を調べた。特定保健指

導等の効果的な実施方法の検証は、「特定保健

指導等の効果的な実施方法の検証のためのワ

ーキンググループ検証結果の取りまとめ報告」

及び事例集より、選定状況や選定基準を調べた。

保険者努力支援制度は、第97回社会保障審議会

医療保険部会資料４より、選定基準を調べた。 

またこれらについて優良事例の定義、あり方

について、保健事業評価の視点およびRE-AIMモ

デルの観点から考察した7～11）。保健事業評価の

視点はストラクチャー、プロセス、アウトプッ

ト、アウトカムについて、RE-AIMモデルはReach、

Efficacy・Effectiveness、Adoption、Imple-

mentation、Maintenanceを参考にした。 

 

２．アンケート調査について 

（１）アンケート調査票の検討（表１：調査票） 

優良事例ではマンネリ化した事業をしてい

るのではなく、健康課題をもとにこの5年間に

新たな保健事業を始めているであろう、そして

PDCAサイクルを回して保健事業を実施してい

ると仮定、さらにこれらの新規事業が健康増進

計画等に位置付けられていると仮定し、調査票

を設計した。 

調査内容は、１）保健事業について、新たに

始めた生活習慣病予防事業の有無を尋ね、事業

内容、開始のきっかけ、着目理由、計画時の検

討、検討時の活用資料、対象者選定、事業の見

積もり、事業の評価、周知の工夫、波及効果を

尋ねた。２）健康日本２１（第二次）、データヘ

ルス計画の策定、進捗状況について、策定時の

関係機関の連携、外部委託有無、保健事業との

関連、毎年の進捗管理、評価を尋ねた12）。 

なお回答者の属性として、担当課、保健師と

しての経験年数、現在の担当課での経験年数を

尋ねた。 

（２）アンケート予備調査の実施 

アンケート予備調査を愛知県内の全 54 市町

村にて実施した。またアンケート回答者につい

ては、保健事業を熟知し、経験を重ねた保健師

に回答してもらえるよう事前に電話にて依頼

した。 

アンケート分析には、PASW Statistics 18 を

用い、有意水準は p<0.05 とした。各質問につい

ては、全体集計および、事業分類別に１）疾病

対策事業、２）ポピュレーション事業、３）新

規事業なし、に分類し、群間比較ではχ2 検定

にて検討した。 

 

Ｃ．研究結果 

１．優良事例の検討（表１） 

・スマートライフプロジェクト 2） 
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厚生労働省が主催、健康づくりの取り組みの中

で、健康増進、生活習慣病予防、介護予防等へ

の貢献に資する優れた啓発・取組み活動に対し

て表彰している。申請したい自治体等が調査票

記入と資料提供、審査委員が書面審査、協議に

より優良事例を選定している。戦略的に企画・

運営されているか、適切な効果検証がなされて

いるか、普及可能性があるかなどについて議論

されている。これまでに全５回の表彰があり、

149 件の企業・団体・自治体が表彰され、その

うち 49 自治体が表彰されている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・日本健康会議 3） 

平成 27 年７月経済団体・保険者・医療関係団

体等民間組織や自治体で構成し、健康寿命の

延伸を目指した取組を推進している。８項目

の「健康なまち・職場づくり宣言」の達成状

況について、保険者を対象に全数調査を実施

した結果を公表した。データヘルス計画の取

り組みや保健事業について、達成要件を満た

す自治体数および企業数を把握し、日本健康

会議のホームページ上で紹介している。各宣

言の優良事例 14件の事例紹介をしている。 

・後期高齢者支援金の加算・減算制度 4） 

特定健診・保健指導の実績値を指標とした客

観的評価を行う。減算保険者は、特定健診・

特定保健指導それぞれについて、保険者種

別・規模別の実施状況分布を考慮し、調整後

の実施率をもって評価している。平成 25 年

度減算自治体は 26 自治体、平成 26 年度は 85

自治体である。 

・特定保健指導等の効果的な実施方法の検証 5) 

翌年度の保健指導対象解除率の高い自治体

を NDB より選定、調査を行ったものである。

（積極的支援⇒翌年度動機づけ支援もしく

は情報提供への移行率、動機づけ支援⇒情報

提供への移行率）。本調査で選定された自治

体は、実施率と効果を高めるため、地道で丁

寧な取組みをしていた。外部委託機関との連

携、評価等も実施しており、地道な保健活動

に焦点を当てる意味ではこのような実績評

価も有用であると考えられた。 

・保険者努力支援制度 6） 

平成 30 年度以降に実施であるが、平成 28、

29 年度分は前倒しで実施している。保険者共

通の指標では６項目、国保固有の指標では５

項目設定され、特定健診・特定保健指導、重

症化予防、広く加入者に対して行う予防･健

康づくりの取組などが設定されている。 

 

２．アンケート調査（図１～８） 

（１）保健事業について 

愛知県下 54 市町村に実施し、全 54 市町村か

ら回答を得た。回答者 54名中、52 名が保健師、

２名が事務職であった。保健師の経験年数は平

均 18.8±8.5 年、担当課経験年数 11.2±8.8 年

であった。 

新たに始めた生活習慣病予防事業を有りと

回答した市町村は 85.2％(n=46）で、無しと回

答した市町村は 14.8％（n=8）であった。無し

の理由として、既存事業では保健事業は十分実

施できていないが人員確保の目処がたたない

ため、また新規事業をどのように計画してよい

かわからないためとの回答がそれぞれ 37.5％

（n=3）であった。 

保健事業分類では、ア）疾病対策事業（重症

選定制度 選定項目 評価方法 自治体数

7（第1回）

6（第2回）

9（第3回）

11（第4回）

・自治体全数調査実施
 全数

インセンティブ事業 6

生活習慣病重症化予防事業 3

わかりやすい情報提供 1

26(H25)

85(H26)

11(市町村国保・大)

37（市町村国保・中）

32（市町村国保・小）

1(市町村国保・大)

2（市町村国保・中）

2（市町村国保・小）

保険者努力支援制度
・実績値を指標とした
　客観的評価
・取り組み実施状況

特定健診・保健指導
実施率
重症化予防の取り組みの
実施状況等
総合的に考慮し5-40点を配点

平成28年度から
前倒し実施

特定健診・保健指導
実施率

・申請自治体のみ
・自記式

積極的支援：翌年度の動機づけ
支援・情報提供への改善率
動機づけ支援：翌年度の情報提
供への改善率

積極的支援：翌年度の動機づけ
支援・情報提供への改善率
動機づけ支援：翌年度の情報提
供への改善率

特定保健指導 ヒアリング

調査対象市町村国保
・実績値を指標とした
　客観的評価

後期高齢者支援金減算
自治体

・実績値を指標とした
　客観的評価

スマートライフプロジェクト
受賞自治体

・科学的根拠・新規性
・普及性・波及性
・目的、内容、評価指標の整合性
・PDCAに基づいているか
・費用対効果

日本健康会議実施事例
自治体

特定保健指導
調査票対象市町村国保

・実績値を指標とした
　客観的評価

・健康なまち、職場づくり
　宣言の好事例
（取り組みのプロセス）

表１．優良事例の選定基準・選定数 
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化予防事業、糖尿病対策事業等）n=24、イ）ポ

ピュレーション事業（健康マイレージ事業など）

n=7、ウ）その他 n=15 と、疾病対策事業を答え

た市町村が多かった。以下に特徴的な項目につ

いて述べる。 

 

１）保健事業に着目した理由 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

いずれの取り組みにおいても「健診データ・

レセプト分析により市町村の健康課題と認識

された」が最も多く、経済的なメリット、国の

補助などが続いている。「健康日本２１計画」と

の関連は疾病対策事業で 20.8％、ポピュレーシ

ョン事業で 14.3％にとどまった。疾病対策事業

はデータヘルス計画に記載されているからと

いう回答が多かった。 

 

２）保健事業の検討範囲 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

保健事業計画の際、他課との連携があったか、

の問に対して、疾病対策事業で 70.8％、ポピュ

レーション事業で 71.4％とどちらの事業でも

高い回答であった。担当者のみ、単課で検討し

た割合を合わせると、いずれの事業においても

３割程度であった。 

外部専門機関との連携については、疾病対策

事業では医師会との事前相談が４割程度であ

る。ポピュレーション事業においては、外部機

関との連携が乏しい傾向がみられた。 

 

３）保健事業検討時の活用資料 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

保健事業を検討するために最も参考にした

資料は「既に実施している他市町村の資料」で

あった。とくにポピュレーション事業では

85.7％にのぼっている。学会ガイドラインや国

の検討会資料、研修会資料など、学術的な根拠

を示している資料よりも、「現実にどのように

動かしているか」が用いられている。「他の市町

村でできることは、自分の町でも実施できそう

だ」「予算や具体的なスケジュール感がわかる」

「教材、資料が参考になる」などの理由であり、

優良事例の横展開が重要である。 

 

４）保健事業の対象者検討の際に意識する項目 

いずれの事業においても、年代・健康状態・

性別などの視点から対象者セグメントを意識

していたが、ポピュレーション事業ではそれ以

外に「地域」、「参加しない」層に着目している

との回答が、疾病対策事業よりも有意に高かっ

た。経済状況（生活保護受給者、低所得者層な

ど）、生活環境（独居、母子家庭など家族構成）

に着目している割合は低かった。 

図 2.「保健事業を計画する際に、どの範囲で検討しましたか？」
（複数回答） 

図 1．「保健事業に着目したのはなぜですか？」（複数回答） 

＊ 

図 3.「保健事業を検討するために、何を活用しましたか？」 
（複数回答） 
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５）保健事業の評価 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

いずれの事業でも参加者数、参加者の健康状

態の前後比較が最も多かった。体制整備などの

ストラクチャー評価、マニュアル作成・運営な

どのプロセス評価の実施率は低く、アウトカム

評価としてはカバー率（参加者数/該当者数）の

評価が低かった。さらに事業終了後の長期フォ

ローについては、ポピュレーション事業で実施

されているところはなかった。 

 

６）保健事業の情報を住民に伝えるための工夫 

ポピュレーション事業では、市町村広報誌、

インターネット媒体当を通じた、行政から住民

への情報発信が多かった。関連団体を介した情

報提供、小売店や飲食店との連携など、外部機

関を通しての情報発信の取組みが進んできて

いる状況であった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）計画の策定状況、計画と事業の関連 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

健康日本２１（第二次）策定方法については、

外部有識者に意見を求め策定したとの回答が

最も多く、全体では 77.8％であった。新規事業

を実施していない市町村において、外部有識者

に意見を求めて策定した割合が有意に低かっ

た。 

疾病対策事業実施自治体では、部局横断的な

議論を行ったところが多く、ポピュレーション

事業実施自治体では、外部委託事業者に委託し

て２１計画を作ったところが少なかった。 

データヘルス計画の策定方法については、部

局横断的に議論し策定との回答が 54.5％であ

り、国保と衛生の連携があったところが半数に

とどまった。単課かつ外部委託で作成した自治

体も多く、地域の関連機関と連携して策定した

ところはなかった。 

予防事業を新たに実施していない自治体で

は、外部委託で作成した割合が高かった。 

図 4.「保健事業の対象者を検討する際、どのようなことを 
意識していますか？」（複数回答） 

図 7.「健康日本 21（第二次）の策定についてどのように 
行いましたか？」（複数回答） 

図 5.「保健事業はどのように評価していますか？ 
（または予定を含む）」（複数回答） 

図 6.「保健事業の情報を住民に伝えるために、どのような 
工夫をしていますか？」（複数回答） 
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Ｄ．考 察 

今回我々は、健康づくり優良事例の選定状況

の検討、真の優良事例を評価するための調査票

の作成および予備調査を行った。 

優良事例は目玉事業として、他市町村も参考

にしやすいが、それだけでは日々の保健事業が

優良かどうかは判断が難しい。そこで保健事業

の分類を図９の通りに分類することを提案し

たい。評価・改善が不十分で同じ事業を繰り返

し実施し、改善に繋がらない「マンネリ型」、新

規事業を提案するものの、その結果が日常業務

に繋がらない「打ち上げ型」、日頃より事業の

PDCA を検討しており、目玉となる新規事業をき

っかけに全体の事業の改善がはかられる「ステ

ージアップ型」の３つのタイプである。 

保健事業計画の際の活用資料については、

「他市町村の資料」が最も多いことから、優良

事例の選定とその公表は重要な課題であると

考えられる。しかしながら、地域の実状（高齢

化率、経済状態、保健事業のマンパワー、関連 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

機関等、既存の保健事業の実態）が異なる他市

町村の取組みをコピーすることで、地域にあっ

た事業を実施できるわけではない。例として、

糖尿病性腎症重症化予防事業では、先行自治体

が尿蛋白（2+）以上としたために、全国に誤っ

た情報が蔓延している状況がある。先行自治体

ではどのような経緯で（2+）以上に絞り込んだ

のかを検討することなく、コピーしている現状

がわかる。自地域の既存の保健事業の課題、活

用できる地域資源を把握、学会ガイドライン等

で科学的根拠を確認しつつ、また、コピー元の

事業がどうしてこのように組み立てられたか

を理解することにより、地域実状にあった事業

計画を作るべきである。 

ポピュレーション事業ではマイレージ事業

等が多く挙げられていたが、保健事業の対象者

を検討する際に、経済状況や生活環境を考慮し

ておらず、広く市民を対象にしている事業なの

かが不明瞭であった。どのような対象者層を、

どのような手段、アプローチ方法でとりこむの

か、十分な検討が必要である。また本事業計画

の際、住民や地域関係者と協議した割合は低く、

他市町村の事例を参考にしたものが多かった。

評価の点では参加者数での評価はあるが、必要

とする対象者の参加、住民への広がり（カバー

率）に踏み込んだ評価に至っていない状況であ

り、今後改善すべきであろう。 

国等によるインセンティブに関する事業は、

保健事業の見直しを図る良い契機となる。しか

しインセンティブとは外的な評価に基づいた

報酬（支援）であるため、自治体や住民自身の

内的動機付けに繋がらない場合、事業をするこ

とが自己目的化し、住民を置き去りにした事業

となる可能性がある。新規保健事業に着目した

理由に、健康日本２１（第二次）に記載との回

答割合が低かった。２１では健康課題の整理に

とどまり、具体的な保健事業の改善につながっ

ていない可能性が示唆された。２１計画で健康

課題を認識し、内的動機づけを高めて新規事業

を企画することが望まれる。 

図 8.「データヘルス計画の策定についてどのように 
行いましたか？」（複数回答） 

図 9. 保健事業の型 
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本年度は愛知県内の調査であったため、各市

町村の事業内容などを研究者がある程度把握

できた。今後は複数の都道府県で実施できるよ

う、調査票を改良したい。 

優良な保健事業を実施してもすぐに健康寿

命の延伸に反映されるわけではない。長期的な

「保健事業」履歴を整理していくことが重要と

考えている。 

 

Ｅ．結 論 

優良事例を実施する自治体の選定基準およ

び選定結果について検討を行い、アンケート調

査票を作成、愛知県内において予備調査を実施

した。 

既存の優良事例の選定基準では、限定した事

業に着目される傾向にあり、総合的な評価が必

要と考えられた。アンケート調査では、ポピュ

レーション事業では対象者の検討や評価方法

に課題があった。また優良事例は参考にされや

すいため、公表方法に工夫が必要と考えられた。 
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